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■募集の趣旨 
本市においては、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）に基づき、待機児童への

対策として、また今後見込まれる保育需要の増加に対応するために、必要な保育の受け皿の拡充

を図っているところです。今回、次のとおり、本市で保育所の設置運営を希望する事業者を募集

するものです。 

 

１．対象地域及び箇所数 

 中北部地域（学区：雄琴・日吉台・坂本・下阪本・唐崎） １箇所 

 ※坂本・下阪本は重点地域とし、審査で加点の対象とします。 

※既存の保育所、認定こども園に近接する場所は、審査で減点の対象となることがあります。 

 ※学区と住所については、市 HP「大津市立学校及び幼稚園通学区域一覧表」をご参照ください。 

（アドレス：https://www.city.otsu.lg.jp/soshiki/070/2402/g/nyugaku/1387593823601.html） 

 

２ 整備施設及び利用定員 

 ・保育所 利用定員９０人 

 ※保育対象者は、就学前児童である０歳児から５歳児までの全年齢としてください。なお今回

の募集では認定こども園は対象外ですが、保育所にて運営後に認定こども園へ移行すること

を妨げるものではありません。 

  

３．開所時期 

 開所は、令和８年４月１日とします。 

 

■募集手続きの効力（予算不成立の場合の無効） 
 今回の募集は、本市が交付する施設整備に係る補助金の活用を予定しています。しかし、当該

補助金の活用については、国の交付金を前提としていることから、国から内示を得られない間に

着手（契約締結含む）したものは補助対象とならないことため留意してください。ただし、応募

事業者の自己資金により施設整備を行う場合は、この限りではありません。 

（■応募条件等 「４．補助金等について」もご参照ください） 

 

■本市の保育施設利用者の推移等 
 本市における直近３年の就学前児童数及び保育所等利用者数は、別紙１のとおりです。応募に

あたって参考としてください。 

 

 

■応募資格 
 保育所の設置にあたっては、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）、大津市児童福祉法に基

づく児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年条例第５２号。以下「基

準条例」という。）、「保育所の設置認可等について」（平成１２年３月３０日児発第２９５号厚生

https://www.city.otsu.lg.jp/soshiki/070/2402/g/nyugaku/1387593823601.html
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省児童家庭局長通知。平成２６年１２月改正後）その他の関係法令及び通知等（以下「関係法令

等」といいます。）に定めるもののほか、次に掲げる事項を満たす必要があります。 

 (1) 法人格を有する者であること（設立見込みは不可）。 

 (2) 納期の到来している国税、県税、市税、水道料金及び下水道使用料を完納していること。 

 (3) 認可施設（保育所、認定こども園又は地域型保育事業所）を２年以上運営していること。 

(4) 実務を担当する施設長等の幹部職員予定者が、保育所若しくは幼保連携型認定こども園に

おいて２年以上勤務した経験を有していること又はこれと同等の能力を有すると認められる

こと。 

(5) 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立てがされている者（更

生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基

づく再生手続開始の申立てがされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）で

ないこと。  

(6) 破産法（平成 16年法律第 75号）に基づく破産手続開始の申立てがされている者又は会社

法（平成 17年法律第 86号）に基づく特別清算開始の申立てがされている者でないこと。 

 (7) 事業主体及び運営している施設において、直近に実施された所管庁の監査、指導検査等に

おいて、文書指摘を受けていないこと。ただし、文書指摘を受けていた場合であっても、適

正な改善報告がなされている場合は、指摘を受けていない場合と同様の取り扱いとします。 

 (8) 次のアからカまでのいずれの場合にも該当しないこと。 

  ア 役員等（個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、法人であ 

る場合にはその役員、その支店又は常時契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質 

的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等 

に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

又は暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められると 

き。 

  イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加え 

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。 

  ウ 役員等が、暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、 

直接的又は積極的に、暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められ 

るとき。 

  エ 役員等が暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしてい 

ると認められるとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる 

とき。 

カ 営業活動に係る必要な契約の締結に当たり、その相手方がアからオまでのいずれかに該 

当することを知りながら、当該相手方と契約を締結したと認められるとき。 

 

■応募条件等 
１．募集要件等について 
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 今回の募集では、次に掲げる事項を募集要件とします。 

 (1) 保育所整備に必要な土地（既存の建物を活用する場合は、当該建物を含む。）は、応募者に

おいて用意すること。 

 (2) 開設時に必要となる職員（保育士等）が充足できる見込みであること。 

 

２．土地について 

 土地については、次に掲げる事項に留意してください。 

 (1) 整備予定地については、原則として、第三者の抵当権や地上権、賃借権といった権利関係

がない状態で、法人が所有するものであること。但し、「不動産の貸与を受けて保育所を設置

する場合の要件緩和について」（平成１６年５月２４日雇児発第０５２４００２号、社援発第

０５２４００８号）に定められた要件等、必要な要件を満たしていると認める場合（下記（5）

参照）は、借地でも可能とします。 

 (2) 申込時点で土地の取得又は貸与がなされていない場合は、その取得又は貸与が確実に見込

まれること。（売買承諾書、確約書等の写しを提出すること） 

 (3) 自己所有の整備予定地に抵当権が設定されている場合は、当該抵当権の内容を記載すると

ともに、当該抵当権に係る償還計画が分かる資料を提出すること。なお、社会福祉法人にあ

っては、整備後基本財産に組み入れるべき土地となるため、償還計画に加えて所轄庁との協

議結果（協議録の写し）を添付すること。 

 (4) 土地や建築に関する規制等がないか、本市の担当課又は関係機関の所管課に確認しておく

こと。本市では、安全性確保の観点から、砂防指定地、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危

険区域及び土砂災害警戒区域等での保育所設置は認めていません。また周辺の交通状況（道

路幅員や交通量等）についても配意し、保育所新設に伴う交通量の増加等により、地域に対

して著しく支障を生じさせることにならないか等についても検討しておくこと。 

 (5) 開発許可等の手続きについて市の担当課に確認の上、できるだけ余裕のある整備計画を立

てること。 

 (6) 賃貸物件により事業を実施する場合は、以下の要件を全て満たすこと 。 

ア 土地の貸与を受ける場合は、賃貸借期間を継続的かつ安定的に事業が実施できる程度の

期間（保育所開設後１０年以上かつ建物の耐用年数分に近いことが望ましい）とすること。 

イ 建物の貸与を受ける場合は、賃貸借期間を保育所開設後１０年以上とすること。 

ウ 貸与を受けている土地又は建物については、地上権又は賃借権を設定し、かつこれを登

記（当該物件に既に抵当権が設定されている場合は、民法第３８７条に規定する抵当権者

の同意の登記を含む。）すること。ただし、貸主が、地方住宅公社若しくはこれに準ずる法

人、又は、地域における基幹的交通事業者等の信用の高い主体である場合を除く。 

  エ 賃借料が、地域の水準に照らして適正な価格以下であること。 

オ 賃借料の財源について、安定的に賃借料を支払い得る財源が確保されていること。また、

賃借料及びその財源が収支予算書に適正に計上されていること。 

  カ 社会福祉法人以外の場合は、年間事業費の１２分の１の資金とは別に、１年間の賃借料

相当額と１，０００万円（１年間の賃借料額が１，０００万円を超える場合は、当該１年
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間の賃借料相当額）の合計額の資金を安全性がありかつ換金性の高い形態（普通預金、定

期預金、国債等）により保有していること（「６．資金計画について」も参照のこと）。 

 

３．建物について 

 建物については、次に掲げる事項について留意してください。 

 (1) 整備建物については、原則として、第三者の抵当権や賃借権といった権利関係がない状態

で、法人が所有するものであること。但し、前項「２．土地について」(5)の要件を満たして

いる場合、貸与（借家）でも可能とします。 

 (2) 建物については、本市の基準条例及び建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、消防法（昭

和２３年法律第１８６号）等の関係法令及び通知等に適合した施設であること。 

 (3) 建築済み建物を園舎として利用する場合は、以下の書類を提出すること。 

  ① 検査済証（ない場合は、建築確認済証及び指定確認検査機関による建築基準法適合状況調

査報告書） 

  ② 当該建物について、(2)の関係法令及び通知等に対する適合状況に関する建築士の意見書 

  ③ （現行耐震基準以前の建物（昭和５６年５月３１日以前に建築確認通知がなされた建物）

の場合）耐震診断を実施し現行の耐震基準を満たしていること、又は耐震改修済みである

ことを証する書類 

 (4) 当該建物が、(2)の関係法令及び通知等に適合していない場合は、自己資金及び補助金を活

用して施設整備を行い、これらに適合させること。（その際は、施設整備に関する見積り、図

面等の提出を必要とします。） 

 (5) 申込時点で(1)の建物の取得又は貸与がなされていない場合は、その取得又は貸与が確実に

見込まれること。（売買承諾書、賃貸借確約書等の写しを提出すること） 

 (6) 自己所有の建物に抵当権が設定されている場合は、当該抵当権の内容を記載するとともに、

抵当権に係る償還計画が分かる資料を提出すること。なお、社会福祉法人にあっては整備後、

基本財産に組み入れるべき建物となるため、償還計画に加えて所轄庁との協議結果（協議録

の写し）を添付すること。 

 (7) 建築確認など必要な許認可等の手続きについて市の担当課に確認の上、できるだけ余裕の

ある整備計画を立て、条例の基準等に適合した計画となるようにすること。 

 (8) 開所までに消防計画を策定すること。（事業者決定後、認可申請時の提出書類として、管轄

消防署に提出した消防計画の写しを求めます。） 

 

４．補助金等について 

 (1) 施設整備補助 

  本市では、国の就学前教育・保育施設整備交付金（※自己所有の建物を新築等する場合）又

は保育対策総合支援事業費補助金（保育所等改修費等支援事業※賃借物件の建物を改修する場

合）（以下「交付金等」という。）の活用を前提とした大津市保育所等整備事業費補助金交付要

綱（別紙２）に基づき補助金を交付していますが、以下の点にご留意ください。 

  ア 補助基準額については、交付金等の基準額と同額に改正することを予定していますが、
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現在は、交付金等にかかる令和７年度の内容が確定していないため、応募にあたっての補

助金額算定は、現行の補助基準額により行ってください。 

但し、■応募の手続き・問い合わせ先等 「５．提出書類」(8)に定める「国交付金等の

協議書に関する必要書類（様式第１号～第５号）」については、その時点の最新の国補助基

準額での記載を求める場合があります。 

  イ 補助金の交付を受ける場合、工事業者は、本市の入札方法に準じて、本市と協議の上で

入札にて決定する必要があります。 

ウ 交付金等の内示があるまで工事着手は認められず、設計料や土地賃借に係る加算につい

ても内示までに実施設計の契約がなされている場合は加算対象とならないため、スケジュ

ール設定や契約時期について十分に注意してください。 

 (2) 開設後の補助 

  本市では、保育士等の職員加配、保育士の人材確保及び処遇改善、土地、建物の賃借に要す

る費用等について、国の補助制度を積極的に活用するほか、本市独自の補助制度を創設して開

設後の安定した運営を支援しています。各種補助制度の詳細は別紙３をご覧ください。 

 

５．地域等の理解 

 選定された場合、建築確認申請等の手続きを行う前に、応募者の責任において近隣住民（特に

隣接敷地の住民、自治会等）及び関係者に整備計画や運営等（保護者の送迎ルート含む）に関す

る説明を行い、事業の趣旨に関して理解を得るよう努めてください。また、工事計画が確定次第、

工事スケジュール、連絡先、工事車両の通行等についても十分な説明を行ってください。 

 

６．資金計画について 

 事業に要する資金については、安定的に事業を運営できるよう十分に確保されていることが必

要です。具体的には、運営事業費は、少なくとも年間事業費の１２分の１以上（不動産を賃貸借

する場合は、左記に加えて２．(6)カに記載する金額）を預金等で所有していることが必要となり

ます。 

 事業に要する資金保有状況の確認は、金融機関の残高証明書により行いますので、令和７年３

月１日以降（金融機関が複数の場合、証明日は同じ日としてください。）の預金残高について証明

されたものを提出してください。 

 また、整備資金に借入金を充てる場合は、返済が確実に見込まれる計画書をあわせて提出して

ください。 

 加えて、他事業を行っている場合、直近の会計年度において、保育所等を経営する事業以外の

事業を含む全体について、３年以上連続して損失を計上していないことが条件となります。 

 

７. その他 

 (1) 募集地域は、現時点で保育の需要が見込まれると判断される地域ですが、今後の安定した

保育需要を確約するものではないので、その地域における施設設置の必要性を十分検討して

ください。 
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 (2) 応募者は、交付金等における施設整備決定がなされなかった場合のことを念頭において、

人員の確保や不動産の売買、金融機関からの借入れ等について、慎重に対応するようにして

ください。 

 

■審査等 

１．選考 

 選考は、大津市長が設置する大津市民間社会福祉施設等整備事業審査委員会に整備計画等の審

査を諮問し、同委員会からの答申に基づき設置運営事業者を選定します。審査の手順は、次のと

おりです。 

 なお、本要領に定める要件を満たさない場合など関係法令等の認可要件を満たさないことが明

らかとなった場合は、その時点で失格とします。また審査の結果、第２項に掲げる評価項目に応

じて設定した評価点数の平均が、一定の点数を下回る場合も失格となります。 

 (1) 書面審査、現地調査等 

  本要領に規定する条件等について、応募書類等により審査します。また、必要に応じて整備

物件について事前に現地調査を行います。 

 (2) 事業提案説明（ヒアリング） 

  大津市民間社会福祉施設等整備事業審査委員会民間保育所等設置運営審査部会により事業提

案説明によるヒアリング審査を実施します。 

 

２．主な評価項目について 

 (1) 整備条件 

  ①整備場所、②保育定員、③開所時期などについて審査します。 

 (2) 運営の適格性 

  ①運営方針・実績、②保育内容、③管理内容、④職員体制などについて審査します。 

 (3) 施設の状況 

  ①整備計画、②保育所用地環境、③設備・構造内容などについて審査します。 

 (4) 事業者の状況 

  ①事業者概要、②財務状況、③資金計画などについて審査します。 

 (5) その他 

  ①事業計画の特色などについて審査します。 

 

３．選定後の資料作成等 

 選定された事業者は、施設整備補助金交付に伴う資料のほか、本市が行う「設置認可」及び「特

定教育・保育施設の確認」事務において、詳細な資料作成を依頼することとなります。資料作成

や提出については、必要に応じて適宜依頼するので、期日を厳守し作成及び提出してください。 

 

■応募の手続き・問い合わせ先等 
１．募集要領や資料、各様式は、令和７年４月１１日（金）から本市ホームページに掲載すると
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ともに、市保育入所課窓口でも配布します。 

 

２．質問がある場合は、令和７年５月９日（金）午後５時までに、電子メールで問い合わせを行

うこと（様式は添付参照）。 

※メールの件名を「令和８年４月大津市民間保育所の設置運営法人の公募に関する質問（○○

○）」（※（〇〇〇）は事業者名）としてください。また、担当者氏名、連絡先をもれなく記載す

るとともに電話連絡をしてください。 

なお質問者以外にも周知すべきと判断した質問と回答のみ、本市ホームページに随時掲載し

ます。 

 

３．申込書の受付期間 令和７年４月１１日（金）から同年５月１６日（金）まで 

 ただし、締切日までに応募がなかった場合は、募集を延長する場合があります。（延長の有無に

ついては本市ホームページでお知らせします。） 

 ※受付は、月曜日から金曜日までの午前９時００分から午後５時００分までとします。 

 ※申込書は直接持参し、持参者の名刺を提示してください。 

 ※申込書及び添付書類に不備や記入漏れ等がないか、確認のうえ提出してください。 

 

４．提出場所  大津市こども未来部保育入所課（別館１階） 

 

５．提出書類 

 (1) 大津市民間保育所の設置運営法人募集に関する申込書（様式第１号） 

 (2) 法人等調書（様式第２号） 

 (3) 現在運営する認可保育所、認定こども園、地域型保育事業所一覧表（様式第３号にて複写 

使用可能） 

 (4) 整備する施設の概要（様式第４号） 

 (5) 法人等自己資金申告書（様式第５号）、補助金計算表（様式第５－１号） 

 (6) 誓約書（様式第６号） 

 (7) 事業計画書（任意様式） 

 ※公募締切から国交付金協議書提出まで期間がないため、「令和７年度 就学前教育・保育施設

整備交付金協議書に関する必要書類（※国交付金等様式第１号及び様式第２号（１，２及び

別紙））」を追って求めますので、こちらも準備を進めてください。（自己所有の建物を新築等

する場合のみ） 

その他、必要な添付書類は別紙「申込書類提出一覧」のとおりとします。 

  なお、提出された書類は、大津市民間社会福祉施設等整備事業審査委員会民間保育所等設置

運営審査部会の調査審査及び評価のために提供するとともに、大津市情報公開条例の対象とな

り非開示情報を除き、公開する場合がありますのでご了承ください。 

 

６．提出部数  応募１件につき、正本１部、副本（複写）１０部を提出してください。 
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 (1) 申込書はＡ４縦のフラットファイル（左２穴）に綴じ、背表紙には申込者名及び設置予定

施設名（仮称）を記載してください。 

 (2) 添付書類も含めすべてＡ４縦サイズとすること。ただし、図面については、Ａ３版として

ください。 

 (3) 申込書及び添付書類には、インデックス（提出書類一覧表の番号のみ）を貼り付けてくだ

さい。 

 (4) 前項第７号の事業計画書については、８ページ以内で作成してください。 

 

７．事業提案説明（ヒアリング） 

 事業提案説明（ヒアリング）は、令和７年５月下旬から６月上旬頃に実施する予定です。 

 ※応募状況を勘案のうえ、後日、時間、場所及び機器の使用などを指定します。なお、ヒアリ

ングの説明員は５名までとし、法人の代表者又は応募に関する責任者と園長就任予定者は必ず

出席してください。 

 

８．その他 

 (1) 応募に関し必要な費用（交付金等の内示時期変更等に伴う計画変更により発生する費用 

含む）は、全て応募者の負担とします。 

 (2) 必要に応じ、追加資料の提出を求めることがあります。 

 (3) 提出された申込書等は、返却しません。 

 (4) 選定結果については、文書で連絡します。 

 (5) 受付期間終了後に応募書類を差し替えすることは認めていません。 

 (6) 天災その他やむを得ない事情により公募が適正に執行できないおそれがある場合、延期又

は中止をすることがあります。この場合においても、事業者は(1)のとおり公募に要した費用

を本市に請求することはできませんのでご留意ください。 

 

９．今後のスケジュール（予定） 

 令和７年 ５月下旬    書面審査、現地調査等 

令和７年 ５月下旬～６月上旬  事業提案説明（ヒアリング） 

令和７年 ６月上旬   国へ交付金等協議書等提出 

 令和７年 ６月上旬   設置運営法人選定結果通知 

 令和７年 ６月中旬～７月下旬  地域への説明 

 令和７年 ８月上旬   補助金交付内示 

 令和７年 ８月中旬（内示後）～ 実施設計、工事入札、工事契約、工事着工 

 令和８年 ２～３月中旬  工事完了、実績報告、事業認可申請 

 令和８年 ３月下旬   事業認可・確認 

 令和８年 ４月１日   施設開設 

 令和８年 ４月～９月  監査実施（認可した内容と大きな相違があった場合

は認可の取消、補助金返還となる場合があります） 
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※なお、上記は国の就学前教育・保育施設整備交付金（※自己所有の建物を新築等する場合）を

活用する場合であり、建物を賃借して改修する場合は、上記よりもスケジュールは緩やかにな

ります。 

 

 

 

【問い合わせ先】 

大津市こども未来部保育入所課 給付係 

〒５２０－８５７５ 大津市御陵町３番１号 

ＴＥＬ：０７７－５２８－２７４６ 

ＦＡＸ：０７７－５２５－３３０５ 

電子メール：otsu1410@city.otsu.lg.jp 

mailto:otsu1410@city.otsu.lg.jp

